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It is well known that important aftershocks are generally caused by large scale earthquakes. Since

the damage of structure may be closely related to earthquake input energy, it is essential to

evaluate accumulated energy on the structure due to aftershocks. Therefore, in order to perform the

reliable performance-based design of the structure, it is important for the nonlinear response

situation to perform the damage evaluations due to both the main shock and the aftershock. In this

present study, the appropriate estimation on the accumulated damage of SSI system due to
aftershock is examined. It is indicated that the accumulated damage estimation is closely related to

the hysteresis energy of the structure due to aftershocks. It is shown that the proposed estimation

method can be effectively evaluated accumulative damage due to aftershocks.
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1.は じめに

2004年10月 に発生した新潟県中越地震の特徴として

は,本 震発生後に多くの余震が発生したことが挙げられ

る.気 象庁の発表1)に依ると,新 潟県中越地震発生後に

M4以 上の余震が発生した積算回数は100回 を超えてい

る.こ れは,近 年発生した兵庫県南部地震(1995年,

M7.3),鳥 取県西部地震(2000年,M7.3),宮 城県北

部地震(2003年,M6.4)等 の発生回数に比べ数倍程度で

あり,非 常に多い地震であったことが分かる.こ の余震

の影響を受けて,木 造構造物の損傷が拡大したことが報

告されている.村 田ら2)は,地 震動の累積が木造構造物

の破壊に及ぼす影響について検討し,本 震-余 震の連続

が木造構造物の損傷拡大に大きく影響することを示 して

いる.し かしながら,土 木構造物に関するこれらの検討

は非常に少なく,余 震等の累積的に発生する地震動が構

造物の損傷評価に及ぼす影響については不明確であると

言える.特 に,現 行の性能照査型設計法においては,地

震時および地震後の機能について明確にする必要があり,

これらの影響について検討しておくことは重要なことと

考える.

このような背景の下,著 者らは構造部材の吸収エネル

ギーと地震入力エネルギーを関連付けたPark and Ang3)

の損傷指標を用いて,余 震の影響を考慮した構造物の損

傷評価について検討を行ってきた4),5).これらの検討では,

余震による影響を累積的な損傷と捉え,構 造部材の吸収

エネルギー増加量に着目して検討を行った.こ れらの結

果より,余 震の発生によってひずみエネルギーは累積的

な増加傾向を示し,こ れにより構造物の損傷が増大する

可能性があることを示 した.ま た,余 震による累積的な

損傷評価 と震央距離や発生する余震規模の不規則性との

関係性についても示している.し かしながら,こ れらの

検討は,特 定の入力地震動に対する時刻歴応答解析結果

であり,結 果を得るために,か なりの時間を必要とする

ため損傷評価法について改善する余地があると思われる.

また,地 震後の復旧作業を行う際には,二 次的な災害を

防ぐ意味でも,余 震による累積的な損傷を推定しておく

ことは極めて重要であり,こ れらを簡易的に推定する手

法の確立が望まれる.

そこで本研究では,基 礎-地 盤系を並進(Sway)運 動

と回転(Rocking)運 動を考慮 したSRモ デルを用いた3

自由度振動系を対象に,余 震の影響を簡易に推定するた
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Fig.1入 力地 震動 の加速 度応答 スペ ク トル

Fig.2模 擬地震動(入 力強度比:50%)

めに,損 傷制御型設計に基づいた必要強度スペク トルの

算出から得 られるひずみエネルギー増分量に着目し,余

震の本震に対する入力強度比を用いた簡易推定評価式の

算出を試みた.加 えて,こ の評価に基づいた累積的損傷

に関する簡易推定評価法について検討を行った.

2.余震の影響を考慮 した模擬入力地震動の設定

入力地震動は,レ ベル2地 震動のTYPEII地 震動を対

象とし,各 地盤種の代表波について検討を行った.第I

種地盤 については神戸海洋気象台記録NS成 分波

(Kobe-NS),第II種 地盤についてはJR西 日本鷹取駅

NS成 分波(Taka.NS),第III種 地盤については神戸ポー

トアイランド地盤上で観測された地震波(Port-NS)を 用

いた.Fig.1に,こ れら代表波の加速度応答スペク トルを

示す.Kobe-NSに ついては,0.3秒 から0.8秒 付近まで,

Taka-NSに ついては,04秒 から1.0秒付近まで,Port-NS

については,0.5秒 から1.5秒付近までの範囲で卓越周期

を有していることが分かる.

本研究では,余 震の累積的な損傷について検討を行う

Fig.3構 造物―基礎―地盤系の解析モデラル

ため,本 震後に発生する余震を考慮した模擬地震動を設

定する必要がある.新 潟県中越地震ではM6以 上の余震

が1時 間以内に3回 発生し,最 大余震に関しては,本 震

の最大加速度よりも大きな最大加速度を観測した地点が

認められた.し かしながら,本 震と余震の震源地が離れ

ていたこともあり,多 くの地点では余震の最大加速度は

本震の約50%以 下であった.こ こでは,本 震が発生した

後に余震が1波 発生するものとして検討を行った.さ ら

に,本 震と余震のスペクトル特性は同一と仮定し,余 震

の最大加速度については本震に対する最大加速度の比,

つまり,入 力強度比(%)と して振幅調整を行い,余 震

の影響を考慮した模擬地震動を設定した.

このような余震の特性を想定して本研究では,入 力強

度比については,本震に対して10%か ら50%ま でを検討

対象とした.Fig.2に,Kobe-NSを 用いた際の模擬地震動

設定の一例を示す.こ れは,余 震の入力強度を本震に対

する50%と して設定したものである.こ のように,本 震

後にある入力強度を有する余震が発生した場合の影響に

ついて検討を行った.

3.解 析手法

3.1運 動方程式及び地震入力エネルギー

本研究では,構 造物の地震時挙動が1次 振動モー ドに

支配されることを考慮し,Fig.3に示すような解析モデル

を用いて検討を行っている.こ れは,上 部構造物を1自

由度振動系で表 し,基 礎―地盤系と構造物の動的相互作

用を容易に取 り入れるために,基 礎―地盤系を並進

(Sway)運 動と回転(Rocking)運 動からなるSRモ デル

で表した3自 由度振動系モデルである.こ こで,図 中の

m0,mlは それぞれ基礎および構造物の質量,κkn,kr,はそ

れぞれ構造物のばね定数と基礎の並進および回転方向ば

ね定数である.c,ch,cr.はそれぞれ同様に構造物の減衰係

数と基礎の並進および回転方向減衰係数である.ま た,

J0は基礎の回転モーメント,Hは 基礎の回転中心からの
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高さである.基 礎を支持する地盤については,基 礎周辺

地盤と基礎の支持地盤からなる2層 構造として検討する.

Vs1,Vs2は 上層地盤のせん断波速度および下層地盤のせ

ん断波速度をそれぞれ表している.本 研究では,構 造物

の非線形化に伴 う損傷の評価 を対象としてお り,地 盤は

線形域で応答するものとしている.構 造物の非線形特性

はトリリニアモデルで表した.

この3自 由度系構造物に対する全体の運動方程式は以

下のように表される.

(1)

ここで[M]お よび【qは,そ れぞれ質量,減 衰マ トリク

スであり,{F}は,地 震力による外力ベク トルである.

また,[K(t)]は時間に依存 した応答量の関数 として表 され

る剛性マ トリクスであ り,時 間ステ ップ毎に逐次計算 し

ている.入 力地震動に対 して,構 造物の応答が非線形 性

を有する場合,時 間領域での直接積分法が用い られ る.

そこで,Newmarkの β法(β=0.25)を 用いて時刻毎の応

答を表 し,剛 性等の時間依存性を考慮すると,次 式に示

す ように増分法を用いて運動方程式が求められる.

(2)

式(2)に対して増分法を適応すると,応 答の増分{血}

に関して以下の式が得られる.

(3)

ここで,

(4)

(5)

これより,そ れぞれの時間増分に対しての応答量は,

式(3)により求められる.以 上より得られる結果を用いて,

各要素の節点力に関しての評価を行う.

時刻t+△tに おける任意の要素の変位応答が{△xe,}

だけ増分すると,節 点力{R,}が{△R,}だ け増分する.

すなわち,

(6)

となる.こ こで,節 点の増分量{△Re}は

(7)

のよ うになる.{△Re}と{△xe,}は,そ れぞれ微小項 を表

している.こ こでは,1次 の微小項のみに注 目し,[△

Ke]{△xe,}については2次 の微小項 となるため無視する.

式(6)の よ うに表 され た時刻毎 の応答 の増分量 は修正

Newton Raphson法 を用いて求められる.こ こでの上部構

造物の重量は1.0MN,高 さ10m,初 期減衰定数5%と 設

定 している.

式(1)についてエネルギーの釣合式を考える.両 辺に

{dx}={x}dtを かけて時刻tま で積分すると,時 刻tま での

エネルギー として次式が得 られる.

(8)

すなわち,

(9)

ここで,EK:運 動エネルギー,ED:減 衰エネルギー,

EH:ひずみエネルギー,E:地 震による構造物の全エネ

ルギーであり,地 震入力総エネルギーを表す.ひ ずみエ

ネルギーについては,構 造物の振動が継続している間で

は,弾 性ひずみエネルギーと塑性ひずみエネルギーの和

である.構 造物の振動終了時までに累積する塑性ひずみ

エネルギーは,履 歴復元力によって吸収され,そ の量は

復元力特性の履歴面積で与えられる.よ って,地 震動を

受ける構造物が弾塑性応答をした場合,振 動終了時には

塑性ひずみエネルギーが支配的となる.

3.2Park and Angの 損傷指標D3)

構造物の損傷評価に関しては,Parkら3)に よって地震

による構造物の損傷を定量的に評価することを目的とし

た指標が提案されてきた.Parkら は,多 くの実験結果を

統計的に処理 し,繰 り返 し荷重を受けるRC構 造物の崩

壊に関する照査基準として損傷指標Dを 用いることを提

案した.損 傷指標Dは,構 造物の変形性能と履歴エネル

ギーの線形結合として定義されており,次 式によって与

えられる.

(10)

ここで,xM:最 大応答変位,xu:終 局変位,Qy:降 伏
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Table1Parkの 損 傷指標 と損傷程度 との関係3)

耐力,dE:消 費エネルギーの増分,β:部 材の断面特性

等に依存した正の係数であり,本 研究においては既往の

研究6),7)を参考にして0.15と した.こ の指標に関する研

究として,鈴 木ら8)は,Parkら の指標を用いてRC橋 脚

における地震時被害を予測する指標を提案 し,実 際の被

害状況との検証を行っている.損 傷指標の目標値に関し

てはTable1に 示した損傷指標と損傷程度との関係から

求めた.現 行の道路橋に関する耐震性能9)を参考に,本

研究では目標 とする損傷指標を,D=0.1,0,2,0.4,0.6,1.0

とし,0.2か ら0.4の間が耐震性能2に,0.4か ら1.0の間

が耐震性能3に 対応するものとして検討を行った.また,

許容塑性率を 「橋脚が崩壊するような致命的な損傷に対

しての安全性が確保される塑性率」と考え,RC橋 脚の
一般的な値5に ついて検討を行った.

3.3余 震の影響を考慮した簡易推定損傷評価法

ここでは,余 震による構造物の損傷を推定するための

評価法について述べる.後 述するように2章 で設定した

模擬地震動においては,余 震による変形が本震による最

大変形を超えないこと,ま た,余 震の影響は構造部材の

ひずみエネルギーに依存する.こ のことから,式(10)の

消費エネルギーを本震によるひずみエネルギーと余震に

よるひずみエネルギーの総量として評価 し,以 下のよう

に示す.

(11)

ここで,EH-man:本震によるひずみエネルギー,EH-after:

余震によるひずみエネルギーを表す.余 震によるひずみ

エネルギーは本震によるひずみエネルギーに対する比と

して表せるとすると,式(11)は以下のように表される.

(12)

ここで,ξ は本震に対する余震のひずみエネルギー比

Fig.4必 要強度 スペ ク トル(Kobe-NS)

である.本 研究では,余 震のひずみエネルギー増分は,

余震の入力強度に依存すること,ま た,構 造部材のひず

みエネルギーは履歴応答曲線の面積で評価できることか

ら,余震のひずみエネルギー比に対する簡易推定評価を,

下記に示す二次関数を用いて検討した.

(13)

ここで,ζ は余震の本震に対する入力強度比を,a,bお

よびcは,解 析結果から得られる係数である.本 研究で

は,本 震に対する余震の入力強度比に着目し,こ れに依

存する簡易推定評価式 ζを算出することを目的とする.

4.解 析結果および考察

この節では,目 標とする損傷指標を満足するよう設計

された3自 由度振動系を対象に,余 震の発生が構造物の

損傷評価に及ぼす影響について検討を行う.本研究では,

構造物の非線形特性は トリリニアモデルで表 してお り,

本震後の履歴形状は,初 期剛性が低下した状態の トリリ

ニアモデルを用いて解析を行った.構 造物の非線形地震

応答解析に関してはNewmarkの β法を用い,減衰定数を

0.05,剛 性比を0.05,時 間刻みを1/1000秒 として解析を

行った.

4.1必 要強度スペク トルによる検討

Fig.4は,入 力地震動としてKobe-NSを 入力した場合

の必要強度スペク トルを示している.図 中には,1自 由

度振動系において構造物の損傷が比較的小さいと評価 さ

れるD=0.1の 場合についても示している.1自 由度振動

系と動的相互作用系のD=0.1の 場合について比較を行う

と,Kobe-NSを 入力した場合には,構 造物の短周期側に

おいて動的相互作用の影響を受け,両 者の所要加速度に

相違が認められる.こ れら動的相互作用の影響は,構 造

物の固有周期が長くなるにつれ,認 められなくなること
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Fig.5　最大応答 塑 性率(Kobe-NS)

Fig.6　余震の影響を考慮した損傷評価(Kobe-NS)

が分かる.ま た,こ れらの図から動的相互作用系におい

ても,構 造物の損傷を許容することで所要加速度がかな

り低減されることが分かる.耐 震性能2で 構造物の設計

を検討する際には0.2≦D<0.4の 領域内で,耐 震性能3

で構造物の設計を検討する際には0.4≦D<1.0の 領域内

で所要加速度を設定すればよいことになる.また,D=1.0

の場合は,構 造物は崩壊とみなされるため,動 的相互作

用系における所要加速度の下限値となることが分かる.

また,本 研究では許容塑性率を設定し検討 しているた

め,目 標性能を満足した場合の最大応答塑性率が許容塑

性率内であるか検討しておくことは重要なことである.

Fig.5に,Kobe-NSに 対 して目標性能を満足した場合の最

大応答塑性率を示す.目 標性能としてD=1.0と した場合

についてみると,上部構造物の固有周期全領域において,

最大応答塑性率は5以 下であり,許 容塑性率を満足して

いることが分かる.ま た,こ れらの図より構造物の損傷

度が小さい場合には,最 大応答塑性率は構造物の固有周

期や入力地震動の振動特性に依らず,一 定の値を示して

いることが分かる.し かしながら,大 きな構造物の損傷

度を許容する場合には,構 造物の固有周期により相違が

認められるようになる.こ の要因としては,式(10)に 示

Fig.7時 刻歴変位応 答(Kobe-NS)

したParkら の損傷指標が,構 造物の変形と履歴吸収エネ

ルギーの線形結合として定義されていることである.つ

まり,構 造物の変形 ・損傷が小さい場合には履歴吸収エ

ネルギーは小さいため,損 傷指標への影響度は小さい.
一方,構 造物の損傷が大きい場合には履歴吸収エネルギ
ーも大きく

,損 傷指標への影響度は顕著となる.こ れら

のことから,構 造物の損傷が小さい場合には,構 造物の

最大応答塑性率で耐震性能評価を行 うことが可能である

が,損 傷が大きい場合には,構 造物の最大応答塑性率と

履歴吸収エネルギーに着目した総合的な評価が必要であ

ることが分かる.

4.2　Parkら の損傷評価による余震の影響

次に,余 震の影響を考慮した模擬地震動を用いて,余

震が構造物の損傷に及ぼす影響について検討を行う.こ

こでは,式(10)に示したParkら の損傷指標を用いた非線

形応答解析結果について検討を行 う.

Fig.6に,入 力地震動としてKobe-NSを 用い,余 震の

入力強度比を50%と 設定した場合の損傷指標の増加に

ついて示す.こ の値は,余 震の影響がなければ目標とし

た損傷指標に一致した値となる.こ の図より,構 造物の

目標性能がD=0.2の 場合では,余 震の影響を考慮した場

合の損傷評価が構造物の固有周期に依らず目標性能と同

様の値を示しており,余震の影響が小さいことが分かる.
一方

,目 標性能を増加させた場合には,余 震の影響は構

造物の固有周期に依らず全体的に構造物の損傷評価を増

大させることが分かる.こ のことから,例 えば耐震性能

2で 設計された構造物が本震の影響を受けた状態で,大

きな強度を有する余震が作用 した場合には,そ の影響で

構造物の損傷が拡大する可能性があることを分かる.

次に,余 震の影響が構造物の損傷評価に及ぼす影響を

明確にするために,時 刻歴応答解析結果に着目した検討

を行 う.Fig.7は,上 部構造物の固有周期を0.5秒,余 震

の入力強度比を50%と し,Kobe-NSに 対する模擬地震動

を作用させた場合の時刻歴応答変位を,目 標性能の比較

として示している.こ の図より,本 震による応答変位が
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Fig.8履 歴応答曲線

(上部構造物の固有周期:0.5秒)

Fig.9履 歴応答曲線

(上部構造物の固有周期:1.0秒)

表れた後に,余 震の影響が表れていることが分かる.

D=0.1の 場合には,構 造物の損傷程度が小さいため残留

変位はほとんど認められない.し かしながら,D=0.6の

場合には,構 造物の損傷は比較的大きいことから,非 線

形性の影響が顕著に認められ,残 留変位が発生している

ことが分かる.ま た,余 震の入力強度比が50%の 場合に

おいても余震による最大応答変位は本震による最大応答

変位を超えていない.こ のことから,本 研究で対象 とし

た余震規模における構造物の最大応答変位は,本 震の入

力強度に依存することが分かる,

次に,履 歴応答曲線に着目した検討を行 う.Fig.8は,

目標性能D=0.6を 対象に,余 震の入力強度比を50%,上

部構造物の固有周期を0.5秒 とした場合の履歴応答曲線

を示している.Fig.9はFig.8と 同様に,上 部構造物の固

有周期が1.0秒 の場合における履歴応答曲線を示してい

る.こ れらの図より,本 震によって履歴応答は最大変位

を示し,そ の後に発生する余震による応答塑性率は,上

部構造物の固有周期が0.5秒 の場合に約1.8程 度,1.0秒

の場合には履歴応答曲線の負側で約2.0程 度であり,い

ずれの場合も本震の最大応答塑性率に対して約6割 程度

Fig.10時 刻 歴エネル ギー収 支(Kobe-NS)

であることから,常 に本震による履歴曲線の内部で履歴

を示していることが分かる.つ まり,余 震による構造物

の変形が,本 震による変形量を超えない限り,こ のひず

みエネルギーの増分量が構造物の損傷評価の増大に起因

すると考えられる.

次に,時 刻歴エネルギー収支について検討を行 う.

Fig.10は,目 標性能D=0.6,余 震の入力強度比を50%,

上部構造物の固有周期を0.5秒 とした場合の減衰,ひ ず

み,総 入力エネルギー収支を示している.こ の図より,

45秒 付近までは本震による影響を受けて,各種エネルギ
ーが増加していることが分かる.そ の後,各 種エネルギ
ーは余震の影響を受けて増加 していることが分かる.図

には示していないが,こ の各種エネルギー増加量は余震

の入力強度に依存するものである.ま た,本 震のひずみ

エネルギーは構造物の復元力特性に依存するため,余 震

によるひずみエネルギー増分量は,本 震によるひずみエ

ネルギーに対する比として表すことが可能であると考え

られる.

4.3余 震の影響に対する簡易推定評価について

これまで述べてきたように,余 震の影響はひずみエネ

ルギーの増分量として評価可能であり,ま た,こ の増分

量は余震の入力強度に依存していると考えられる.よ っ

て,こ こでは,余 震の発生に伴 うひずみエネルギー増分

量を,余 震の強度を本震に対する入力強度比を用いた推

定式 として算出することを目的とする.

Fig.11は,入 力地震動としてKobe-NS,上 部構造物の

固有周期を0.5秒,目 標性能をD=0.6と した場合におけ

る本震に対する余震のひずみエネルギー増分比(図 中:

EH-after/EH-main)を,余 震の入力強度比に着目して示したも

のである.ま た,図 中の破線は,後 述する余震によるひ

ずみエネルギー増分量に対する簡易推定評価式を示して

いる.この図より,余震の入力強度比が増加するにつれ,

余震のひずみエネルギーが増加していることが分かり,
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Fig.11余 震の入力強度によるひずみエネルギー増分量

Table2ひ ずみエネルギー増分の簡易推定評価式

その形状は2次 関数的な増加傾向であることが分かる.

これは,本 研究では本震による損傷を反映した状況で余

震を与えているため,初 期剛性が低下した状態の履歴応

答曲線に依存することが要因として考えられる.つまり,

変形に関しては余震の入力強度に依存し線形的に増加 し,

履歴ループに関しては2次 関数的に増加するためである.

これらのことから,こ こでは式(13)に示したように2次

関数を用いて,余 震によるひずみエネルギー増分量の簡

易推定評価式を算出した.こ の図より,本 研究で示した

簡易推定評価式は,余 震によるひずみエネルギー増分を

精度良く評価していることが分かる.Table2は,入 力地

震動としてKobe-NS,卜 部構造物の固有周期を0.5秒 と

した場合のひずみエネルギー増分の簡易推定評価式を,

本研究で対象 とした目標性能毎に示したものである.こ

の表から,余 震の本震に対する入力強度比が分かれば,

ここに示す簡易推定式を用いることで,目 標とする損傷

指標に対する余震のひずみエネルギー増分量が推定可能

となる.さ らに,こ れらの値を用いて,余 震による構造

物の損傷拡大を推定することが可能であると考えられる.

この簡易推定式 を用いて,余 震が構造物の損傷評価に

及ぼす影響について検討を行った.Fig.12は,式(10)で示

したParkら の損傷指標を用いた結果と,ここで示 した簡

易推定評価法による損傷評価の比較を示したものである.

このように,余 震によって構造物の変形が本震による最

大変形を超えない場合には,累 積的なひずみエネルギー

増分量を推定しておくことで,余 震発生による構造物の

Fig.12簡 易推定評価法による損傷評価

Fig.13簡 易推 定評価法 の有効 性(Taka-NS)

損傷について予測することが可能となる.こ れらの情報

を提供することは,本 震後の復旧作業に対 して有益にな

ると考えられる.しかしながら,この簡易推定評価式は,

構造物の固有周期や目標損傷指標に依存するため,こ れ

らの影響について検討 しておくことが重要となる.

4.4簡 易推定評価法の有効性について

これまでは,第I種 地盤用の代表波であるKobe-NSを

用いて,余 震が構造物の損傷評価に及ぼす影響,さ らに

余震による損傷状況の簡易推定評価法について検討を行

ってきた.こ のKobe-NSに よる検討から得られた簡易推

定評価法の有効 性について検討を行 うために,異 なる振

動特性を有する余震が発生した場合の構造物の損傷評価

に簡易推定評価法を用い,式(10)か ら得られるParkら の

損傷指標と比較を行った.

Fig.13およびFig.14は,入 力地震動としてTaka-NSお

よびPort-NSを 用い,余 震の影響を考慮した場合のPark

らの損傷指標 と,本 研究で示した簡易推定評価法の比較

をそれぞれ示したものである.こ れらの図より,い ずれ

の地震動を用いた場合においても,目 標とする損傷指標

が小さい場合には,損傷評価法による相違は認められず,

簡易推定評価法の有効性が確認できる.目 標とする損傷
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Fig.14簡 易推 定評価 法の有効 性(Port-NS)

指標が大きい場 合には,こ れらの損傷評価法による相違

が認められるようになる.Taka-NSを 用いた際の簡易推

定評価法においては,Parkら の損傷指標よりも大きな損

傷を推定しており,安 全側の評価を行っていることが分

かる.この場合の推定誤差は約2%で ある.一方,Port-NS

を用いた場合においては,簡 易推定評価法による値は

Parkらの損傷指標よりも下回ってお り,余震の影響につ

いて危険側に評価 していることが分かる.しかしながら,

その誤差は約0.6%程 度であり,非常に小さいと判断でき

る.こ のように,両 者の損傷評価の相違は非常にわずか

であり,本 研究で示した簡易推定評価法は,振 動特性の

異なる地震動に対しても,全 体的に余震による構造物の

損傷について推定可能であることが分かる.

5.ま とめ

本研究では,動 的相互作用系を対象に,余 震によるひ

ずみエネルギー増分量について余震の入力強度比をパラ

メータとした簡易推定評価式を算出した.本 研究から得

られた結果を要約すると以下のようになる.

1)第I種 地盤用の代表波であるKobe-NSに よる簡易

推定評価式を用いた余震による累積的損傷に関す

る簡易推定評価法は,余 震による損傷評価に有効

であることを示した.

2)余 震による影響で,構 造物の最大変形が本震によ

る最大変形を超過しない場 合には,ひ ずみエネル

ギーの増分量を推定することで,余 震による損傷

拡大を推定できる.こ れより,余 震に伴う損傷評

価の推定は余震の入力強度比の2次 多項式によっ

て評価可能である.

3)余 震による損傷拡大の評価は,本 震が作用した際

のひずみエネルギーと,検 討対象とする余震の本

震に対する入力強度比から推定可能である.こ れ

らの値は,本 震に対する設計段階で得ることが可

能であるため,比 較的容易に推定可能である.

4)簡 易推定評価法においては,入 力地震動の振動特

性による影響はあまり認められず,定 量的な範囲

で構造物の損傷評価が可能である.こ れにより,

非常に簡便な方法で余震の影響を検討することが

可能であり,地 震後の復旧作業に対して有用な情

報を提供できると考えられる.

今後の課題

ここで示 した簡易推定評価法をより有効なものとするた

めには,構 造物の固有周期に対する影響や損傷指標の簡

易推定値と実構造物の損傷拡大状況との定量化について,

また,本 震による損傷を受けた後の構造物の履歴特性に

ついての検討が必要である.加 えて,余 震は発生規模や

発生回数などの不確定要因を多く含むため,こ れらの影

響を考慮 した簡易的推定評価法を確立する必要があり,

今後の課題である.
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